
千葉市と損害保険ジャパン株式会社との地域防災力向上に関する協定書 

 

 千葉市（以下「甲」という。）と損害保険ジャパン株式会社（以下「乙」という。）は、消

防団活動の充実強化及び地域防災力の向上に向けて相互に連携し、協力するため、次のとお

り協定（以下「本協定」という。）を締結する。 

 

（目的） 

第１条 本協定は、甲及び乙が相互に連携し、双方の資源及びノウハウを活用し、消防団活

動を通じて、地域防災力の向上を図ることにより、災害に強く、誰もが安心して暮らせる

地域社会の実現に資することを目的とする。 

 

（連携事項等） 

第２条 甲及び乙は、前条の目的を達成するため、次に掲げる事項について連携し、協力す

る。 

（１）消防団活動に必要な資機材等の支援に関する事項 

（２）消防団活動に対する連携支援に関する事項 

（３）防災減災教育及び啓発活動に関する事項 

（４）その他前条の目的を達成するために必要な事項 

２ 甲及び乙は、前項各号に定める事項を効果的に推進するため、必要に応じて協議を行う

ものとする。 

３ 前２項に定める事項の具体的な実施内容については、甲乙協議の上、別に定めるものと

する。 

 

（守秘義務） 

第３条 甲及び乙は、本協定に基づく連携により知り得た情報について、法令等により開示

が義務付けられている場合を除き、第三者に開示し、又は漏えいしてはならない。本協定

が終了した後も、同様とする。 

 

（費用負担） 

第４条 本協定に基づく事業の実施に伴い費用が発生する場合は、甲乙協議の上、別途定め

るものとする。 

２ 本協定に基づく事業の実施により損害が生じた場合の責任及び負担については、甲乙

協議の上、定めるものとする。 

 

（有効期間） 

第５条 本協定の有効期間は、協定締結の日から令和９年３月３１日までとする。ただし、



有効期間満了の日の２か月前までに甲又は乙のいずれからも書面による申出がないとき

は、さらに１年間更新するものとし、その後も同様とする。 

 

（協議） 

第６条 本協定に定めのない事項又は本協定に関して疑義が生じた事項については、甲乙

協議の上、定めるものとする。 

２ 甲又は乙のいずれかから本協定の内容の変更を申し出たときは、甲乙協議の上、必要な

変更を行うものとする。 

 

本協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙それぞれが記名押印のう

え、各１通を保有する。 

 

 

 

 令和８年７月２８日 

 

 

         甲  千葉市中央区千葉港1番１号 

            千葉市 

            千葉市長     神 谷 俊 一 

 
         乙  千葉市中央区千葉港８－４ 

            損害保険ジャパン株式会社  

            千葉支店長    藤 本 将 人 


